
野党 4党 1会派の幹事長・書記局長は以下の点で一致した。

現在の新型コロナウイルスの感染拡大に強い危機感を共有した。

また、経済活動が急速に悪化する中、中小零細企業の資金繰りが困難になり、

個人では雇い止めや失業のリスクが顕在化している。

安倍政権のコロナウイルスに対する補正予算の編成はあまりにも遅いと言

わざるを得ない。一日も早い、現金給付ならびに自粛要請に伴う損失補償措

置を軸とした緊急経済姑策、大型の補正予算の編成を政府に求めていくこと

で一致した。

○ 「緊急事態宣言」については、東京都などで感染が急拡大しており、諮問

委員会のメンバーでもある日本医師会からも緊急事態宣言を発令する時期

だという言及があつた。また、官房長官も「ぎりぎりの状態」、東京都知事

も「重大な局面」と発言している。

感染拡大や医療崩壊のリスクが高まり、「緊急事態宣言」の発令を検討する

際には、私権の制限に留意することは当然である。その上で、以下の点を政

府に強く求めるものである。

なお、感染が急拡大している東京都についても、以下の点に留意していただ

きたい。

対 政府

①「緊急事態宣言」を発令する際には、専門家からの意見聴取に加え、オ

ーバーシュー ト (感染爆発)の顕著な徴候、医療崩壊の可能性に注視し

ながら、自治体との緊密な協議の上、国会で事前に集中審議を開催し、

国会ならびに国民に対して十分な説明をすること。

②「緊急事態宣言」の発令による経済的損失等には補償措置をセットとす

ること。

③PCR検査の抜本的拡大を図ること

対 東京都

①東京都における感染者情報、クラスター情報の開示をより明確にすること。

②東京都におけるPCR検査人数とコールセンター等の実態を開示すること。

③「緊急事態宣言」発令の際、東京都の当面の対応について明確に示すこと。

あわせて、いわゆる「ロックダウン (都市封鎖)」 との相違点を明確に説

明すること。

④医療崩壊を防ぐための病床ならびに医療提供場所を緊急に確保すること。

○感染拡大地域における「学校の再開」については、慎重に判断すること。


